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１．はじめに

第 3 次人工知能ブームが到来し，人工知能（AI :

Artificial Intelligence）が盛り上がりをみせている。

人工知能に関する様々なアプリケーションが数多く

開発されている。例えば，Google の関連会社である

英 Google DeepMind は，囲碁 AI「AlphaGo（アル

ファ碁）」を開発した。そのAlphaGo は，囲碁の世界

チャンピオンである韓国のプロ棋士イ・セドル氏と対

戦し，4 勝 1 敗でイ・セドル氏を下し世界に大きな衝

撃を与えた。この他にも，ソフトバンクの「Pepper」，

IBM の「Watson」，Apple の「Siri」，Microsoft の

「Tay」等，数多くの人工知能搭載アプリケーションが

世に送り出されている。

人工知能が人間の仕事を奪うともいわれている。日

本の野村総合研究所は，英オックスフォード大のマイ

ケルオズボーン准教授らと共同で，日本国内の 601 の

職業について，人工知能に代替される確率を試算し

た(1)。この試算によれば，日本で働いている人の約

49％の仕事は 10 年〜20 年後に人工知能に代替される

という。また，この試算の中では，人工知能やロボッ

ト等のコンピュータ技術によって代替される確率が職

種ごとに計算されており，弁理士は 80％以上の確率で

代替されるとしている。

知的財産分野においても人工知能が話題となってい

る。日本政府の知的財産戦略本部が策定した「知的財

産推進計画 2016」の中では，人工知能を用いて創作さ

れた創作物（AI 創作物）について，著作権等による知

財保護の具体的な検討を行うとした(2)。また日本国特

許庁は，特許行政事務への人工知能技術の適用可能性

の分析を行うことを発表している(3)。さらに，株式会

社FRONTEO(旧株式会社UBIC)によって，人工知能

による特許調査・分析システムが開発されている(4)。

また日本弁理士会においても，「人工知能時代の知財

業務について考える」と題した研修が開催された(5)。

これら第 3次人工知能ブームの火付け役は，2012 年

に発表されたディープラーニング（Deep Learning）

であるといわれている。ディープラーニングを用いた

画像認識技術が，他の画像認識技術よりも非常に高い

認識率を示したことから注目を集め，第 3次人工知能

ブームを巻き起こした。今後，人工知能は様々な分野

に浸透していくといわれている。
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近年，人工知能（AI : Artificial Intelligence）が盛り上がりをみせている。この盛り上がりは第3次人工知

能ブームといわれ，人工知能が様々な製品・サービスへ適用されている。そこで本稿では，人工知能と特許と

ビジネスとについて広く考察する。具体的には，人工知能の概要について説明した後，どのような産業分野に

おいて人工知能技術の特許出願がなされているのかを簡単に紹介する。また，人工知能技術を用いたビジネス

について，適用容易性，社会的受容性，及び経済性の観点を示し，人工知能技術をビジネスに用いる場合には，

社会的受容性が重要であるとの考えを示す。
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２．人工知能について

（１） 人工知能とは何か

人工知能とは何か。人工知能という言葉は，1956 年

のダートマス会議において当時ダートマス大学助教授

であったジョン・マッカーシーらによって使われ始め

た。ジョン・マッカーシーは，人工知能を「知的な機

械，特に，知的なコンピュータプログラムを作る科学

と技術」(6)と定義づけている。また，人工知能研究者

である東京大学の松尾豊准教授によれば，人工知能と

は「人工的につくられた人間のような知能，ないしは

それをつくる技術」(7)であるという。

ソフトバンクの「Pepper」やApple の「Siri」など

は，人間のように対話することができるため「人間の

ような知能」といえるかもしれない。

では，その「人間のような知能」はどのような技術

によって実現されるのか。また，そのような「人工知

能技術」はどのような「データ」に対し適用され，ど

のような「課題」を解決し，どのような「産業」に応

用されるのか。図 1に，人工知能技術の俯瞰図(8)を示

す。

図 1 に示されているように，人工知能技術は，音

声・音響から Web データまで実に様々な「データ

ソース」を扱うことができる。扱うことのできる

「データソース」が多岐に渡るため，人工知能技術が適

用される「応用産業」も幅広い。なお，近年特に注目

されているディープラーニングは，図 1の学習型人工

知能（機械学習，ニューラルネット）の分野に属する

ものである。

図 1：人工知能技術の俯瞰図(8)

（２） 第 3次人工知能ブームとディープラーニング

今回の人工知能ブームは第 3次と言われている。第

1次人工知能ブームは 1950 年代〜1960 年代に起こり，

コンピュータに「推論・探索」をさせることで特定の

問題を解く研究が行われた。また，第 2 次人工知能

ブームは 1980 年代に起こり，コンピュータに「知識」

を入れるというアプローチが行われた。そして，今回

の第 3 次人工知能ブームは，大量のデータを用いた

「機械学習」の時代と言われている(7)。第 3 次人工知

能ブームは，機械学習の一種であるディープラーニン

グによるところが大きい。では，そのディープラーニ

ングはどのようなものなのか。ディープラーニングと

は，従来から知られているニューラルネットワークの

学習方法の 1つである。ここでは，ディープラーニン

グ及びニューラルネットワークについて簡単に説明す

る。なお，詳細については参考文献(7)等を参照され

たい。

図 2に，人間の脳の構造を模したニューラルネット

ワークの概念図を示す。ニューラルネットワークはコ

ンピュータ上で人工的に実現され，情報処理に用いら

れる。ニューラルネットワークは，ニューロンとそれ

を繋ぐエッジからなり，図 2に示すように入力層，中

間層，出力層を備えており，入力層で受け付けた情報

に対し，中間層において情報処理が行われ，出力層に

おいて結果が出力される。各エッジには重みWが付

与されており，重みWは，あるニューロンから出力さ

れた信号が，どの程度，次のニューロンへ影響を与え

るかの度合いを示している。

例えば，手書き数字の「8」とそれ以外の数字とを認

識するようなニューラルネットワークを作成したい場

合，数字の「8」の画像データと，「8」以外の画像デー

タとを用いて，ニューラルネットワークの学習処理が

行われる。この学習処理では，「8」の画像データが入

力された場合には，出力層で「1」を出力し，「8」以外

の画像データが入力された場合には，出力層で「0」を

出力するように，重みWが更新される。こうするこ

とで，「8」の画像データとそれ以外の数字の画像デー

タを識別することができるようになる。

ディープラーニングでは，ニューラルネットワーク

の中間層を何層にも重ね，かつ中間層ごとに重みW

の学習処理が行われる(7)。学習処理によって，画像を

認識するための情報が重みWに反映され，例えば，こ

の画像は猫が写っている，人間が写っている，という

ような複雑な画像認識を精度よく行うことができるよ

うになる。
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図 2：ニューラルネットワークの模式図

３ 人工知能技術に関連する特許出願

（1）産業分野別の人工知能関連の特許出願件数

次に，どのような産業分野において人工知能関連技

術の特許出願がなされているのかについて概観する。

図 3に，人工知能関連技術の応用産業分野への特許出

願件数を示す(8)。

図 3：応用産業分野への特許出願件数(8)

上掲図 3に示されている調査対象特許は，特許協力

条約(PCT)に基づく国際出願と，日本，米国，欧州，

中国，及び韓国への特許出願との合計を表したもので

ある。欧州への特許出願とは，EPC(欧州特許条約)加

盟国への出願及び欧州特許庁(EPO)への特許出願を

意味する。また，調査対象期間は，優先権主張年が

2008 年から 2012 年の特許出願である。調査対象とす

る母集団は，データ取得日(2014 年 11 月 5 日)までに

公開された特許文献である。また，優先権主張年とあ

るのは，優先権主張を伴う出願にあっては最先の優先

権主張年を，優先権主張を伴わない出願にあっては現

実の出願年を意味する。

上掲図 3に示すように，「製造」「通信」「健康・医療」

「経営・管理」「商取引」といった分野において，人工

知能技術に関連する多くの特許出願がなされているこ

とがわかる。

特許はビジネスを戦略的に行うための 1つのツール

である。特許技術がビジネスに活用されてはじめて

「産業の発達に寄与」（特許法第 1条）すると思われる。

そこで次の項では，人工知能技術とビジネスとの相性

について考察する。

４ 人工知能技術とビジネス

（１） 人工知能技術とビジネスとの相性

今後，人工知能技術はあらゆる領域のビジネスに浸

透するといわれている。

米国では，Google，Microsoft，Facebook，Amazon，

Apple などが，人工知能ベンチャーの買収合戦を繰り

広げており(9)，また日本のトヨタ自動車は 2016 年 1

月，米シリコンバレーに人工知能技術の研究開発拠点

を設立した。

一方，日本では，各電機メーカーはもちろんのこと，

最近では三越伊勢丹ホールディングスなども人工知能

技術を活用したビジネスを展開している(10)。今後は，

どのような人工知能ビジネスが出現するのであろう

か。上掲図 3に示されているように，人工知能技術は

様々な分野へ適用可能である。ここでは，人工知能技

術はどのような分野のビジネスと相性が良いのかにつ

いて考察する。

（２） 適用容易性

ビジネスと人工知能技術との相性を決める第 1の要

因として，当該ビジネスへの人工知能技術の「適用容

易性」が挙げられる。ここで，人工知能技術の「適用

容易性」は，対象の「定式化容易性」と「データ量」

とに基づき決定されると考えられる。

まず，「定式化容易性」について説明する。人工知能

技術を用いるためには，対象を定式化しなければなら

ないが，人工知能における代表的な問題としてフレー

ム問題がある。フレーム問題とは，「あるタスクを実

行するのに「関係ある知識だけを取り出してそれを使

う」」(7)ことが難しいことを示すものである。フレーム

問題からわかることは，我々が認識している以上に現

実世界は複雑であり，例外的な処理を無数に行う必要

があるため，簡単には定式化できないということであ

る。このフレーム問題を克服できるビジネス分野に人

工知能技術を用いる必要がある。そのため，人工知能

技術を用いる場合，対象を定式化することができるか

否かを表す「定式化容易性」が非常に重要になる。

次に「データ量」である。人工知能技術を「機械学

習」を用いて実現しようとする場合，学習を行うため
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の学習データが大量に必要である。上述したディー

ラーニングを用いる場合には，ニューロン同士を繋ぐ

エッジ上の重み W を学習させるため，大量の学習

データが必要である。例えば，入力された画像が猫で

あるか否かを識別させたい場合には，猫の画像と猫以

外の画像とを大量に用意する。そして，例えば，猫の

画像が入力された場合には「1」を出力し，猫以外の画

像が入力された場合には「0」を出力するように学習さ

せる。学習データが多いほど，精度の良いものが得ら

れる。

（３） 社会的受容性

ビジネスと人工知能技術との相性を決める第 2の要

因として，人工知能技術を用いたビジネスの「社会的

受容性」が挙げられる。ビジネスの種類によって「社

会的受容性」は異なると筆者は考える。

冒頭に紹介した囲碁AI の AlphaGo は，イ・セドル

氏との第 4戦において暴走し，敗北を喫した。イ・セ

ドル氏が定石とは異なる一手を放ったところ，

AlphaGo は暴走し始めたという。対戦後のインタ

ビューにおいて，記者は「これがたとえば医療の現場

だったら誤動作で済むでしょうか？」(11)という質問を

投げかけた。このインタビューのみを取り上げるなら

ば，医療現場での人工知能技術の利用に対しては，現

段階において社会的受容性は低いのではないか。「人

工知能」というワードが用いられると，本当に安全に

動作するのかといった不安も出てくるため，人々の警

戒心も強まると考えられる。

一方で，インターネットにおいては，ユーザーの嗜

好を推定した効率的な広告活動に人工知能技術が広く

用いられている。また，ソフトバンクが開発した

「Pepper」，米 IBM が開発した「Watson」，米 Apple

の対話システム「Siri」などの質問応答システムも広

く受け入れられているといえる。

このように，人工知能技術を利用したビジネスの種

類に応じて社会的受容性は異なるため，安易に人工知

能技術を用いるのではなく，ビジネスの種類に応じて

戦略的に人工知能技術を活用していく必要がある。

（４） 経済性

ビジネスと人工知能技術との相性を決める第 3の要

因として，経済性が挙げられる。経済性という評価軸

はどのようなビジネスにおいても重要な物差しとな

る。人工知能技術を用いたビジネスでは，単純に「儲

かるか」という評価軸はもちろんのこと，人工知能技

術が代替する対象の「コスト」も動機付けとなる。

例えば，広告ビジネスについて考える。従来の広告

ビジネスでは，図 4（A）に示すように，テレビや新聞

などのメディアを通じて広告活動が行われていた。こ

の場合には，ターゲット顧客へ広告が届くように，

CMを流したり新聞の一面を利用したりして大規模な

広告活動が行われる。しかし，このような大規模な広

告活動は，ターゲット顧客以外に対しても行われるた

め，非効率的であるにもかかわらずコストがかかると

いう問題があった。

一方，近年のWeb 広告では，図 4（B）に示すよう

に，ターゲット顧客のWeb 上での閲覧履歴や購買行

動の履歴に応じて，人工知能技術を用いた商品のレコ

メンドなどをターゲット顧客に対してダイレクトに行

うことができるため，効率的かつ大幅なコスト削減に

なる。そのため，広告ビジネスに対する人工知能技術

の導入の動機付けは高く，実際に広く用いられてい

る。

図 4：広告ビジネスの概念図

（５） まとめ

以上説明したように，ビジネスへの人工知能技術の

適用容易性，人工知能技術を用いたビジネスの社会的

受容性，及び経済性に応じて，人工知能とビジネスと

の相性は決まると考えられる。図 5に，人工知能とビ

ジネスとの相性の概念図を示す。図 5 に示すように，

Aの領域のビジネスは，適用容易性，社会的受容性，

及び経済性が高く，人工知能と相性が良いビジネスと

考えられる。一方，Bの領域のビジネスは，適用容易

性，社会的受容性，及び経済性が低く，人工知能と相

性が悪いビジネスである。

適用容易性が低い場合であっても，技術的な進歩が

進むにつれ，そのビジネスへの人工知能技術の適用容
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易性は高まっていくと考えられる。例えば，IoT

(Internet of things)の進展によりあらゆるものがセン

サを備え，Web 上にセンサデータが集まれば「データ

量」が増大する。また，フレーム問題についても，例

外処理が発生しないような特定のタスクに限定した

り，アルゴリズムを改良すれば「定式化容易性」も高

まり，結果として適用容易性も高まる。

一方，社会的受容性に関してはどうか。新しい技術

が出現した場合，社会に受容されるまで時間がかかる

こともある。しかし，人工知能の場合「知能」という

言葉が含まれているため人々が抵抗感を抱く可能性が

高い。例えば，こんな話がある。

人工知能技術を用いて作成した曲を，新人作曲家が

作った曲だといって観客に聞かせたところ，素晴らし

い曲だ，今までこんなに感動した曲はない，と絶賛さ

れた。しかし，同じ曲を人工知能が作った曲だといっ

て観客に聞かせたところ，不評であったという(12)。

人間は「人間の方がコンピュータより優れている」

と思いたい生き物らしい。特に創造性が求められる分

野ではその傾向が強いようである。そのため，単に

「人工知能」というワードを用いて新たなビジネスを

展開しても，社会的に受容されないであろう。特に，

創造性や専門性の高い分野では，この傾向が強いと思

われる。そのため，社会的受容性が低いと思われる分

野に対しては，人間との協調を組み込むなどの配慮が

必要であると考えられる。

図 5：人工知能技術とビジネスとの相性の概念図

５．おわりに

本稿では，近年注目を集めている人工知能と，特許

及びビジネスとの関係について広く説明した。人工知

能ブームの到来により，何でもかんでも人工知能技術

という風潮もあるが，本稿で示したような指標を考慮

して適用することが必要であると考える。特に，社会

的受容性に関しては時代によっても異なるため，時代

に応じたビジネス展開が必要である。近い将来どのよ

うな人工知能ビジネスが出現し，社会がどのように変

化していくのか今後期待したい。
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